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大⃻先生

〔３〕 数代にわたって相続登記がされていなかった不動産を
登記する際の留意点は？

Ｑ 父が亡くなり、父が所有していた不動産を私が相続す
ることになりました。登記を確認したところ権利部に所

有者として登記されているのは父の祖父でした。この場合に私
を所有者とする相続による所有権の移転の登記をする際にどの
ような留意点があるでしょうか。

Ａ 自己を所有者とする相続による所有権の移転の登記を
するためには、前提として、当該不動産の所有権が、父

の祖父（以下「Ａ」とします。）から父の父（以下「Ｂ」としま
す。）、Ｂから父（以下「Ｃ」とします。）、Ｃからご自身（以下「Ｄ」
とします。）へ相続により移転していることが必要になります。
これを調査するために、相続人や、遺言や遺産分割等の有無を調
査して、ＡからＤへの相続による所有権の移転の登記を行うこと
になります。数代にわたって相続登記がされていなかった場合
には、そのことが原因となって手続上、特有の注意が必要になる
ことがあります。

解 説

１ 数代にわたって相続登記がされていなかった不動産の所有
者
Ａが、登記がされている不動産の所有権の登記名義人となっている

場合には、Ａが当該不動産の所有者であったであろうと思われます。
数代にわたって相続登記がされていなかった場合には、そのことが原
因となって手続上、特有の注意が必要になることがあります。ここで
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大⃻先生

は、建物の取壊し、権利能力なき社団等の代表者として登記がされて
いる場合、家督相続の場合について解説を行います。

２ 相続による所有権の移転登記の手続
Ａが当該不動産の所有者であれば、Ｄへ相続登記を行うためには、

ＢがＡから、ＣがＢから、ＤがＣから当該不動産を相続したことを証
する書面を提出する必要があります。
よって、ＡからＢ、ＢからＣ、ＣからＤへと相続されたことを戸籍

類や、遺言、遺産分割協議がされていないかを確認し、遺産分割の協
議がされていない場合にはＡ、Ｂ、Ｃの相続人と遺産分割の協議を行
う等により相続による所有権の移転の登記を申請します。ＡからＢへ
の相続の開始時期によっては、家督相続を原因として所有権が移転し
ていることがあります。
ＡからＢ、ＢからＣ、ＣからＤへと相続された場合の所有権の移転

の登記は登記原因に家督相続や遺産相続が含まれているときでも、中
間の相続人が一人の場合には、最終の相続人へ一の登記申請書で申請
することができます（記録例191・192）。

３ 遺産分割協議
ＡからＢ、ＢからＣ、ＣからＤへと相続する場合において、Ｂ、Ｃ

及びＤ以外にも相続人が存在し、遺産分割が未了となっている相続が
あるときに、Ｄの単独名義にするためには遺産分割の協議を行う必要
があります。通常の相続登記と変わりませんが、数次相続となってい
ることにより相続人の数が多くなっていることがあります。相続人の
数が多くなると相続人の中には、日本国内の遠方に住んでいる者、未
成年者や成年被後見人、不在者、海外に居住している者、外国籍とな
り海外へ移住している者がいる可能性も増えていきます。この場合で
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大⃻先生

の移転の登記、隠居後の日付の売買等を原因として所有権を取得して
いれば遺産相続により所有権の移転の登記を申請することになります
ので注意が必要です。

書 式

〇数次の相続を一の登記申請書で申請する場合の例

登 記 申 請 書

登記の目的 所有権移転
原 因❶ 昭和〇年〇月〇日Ｂ家督相続

平成〇年〇月〇日Ｃ相続
令和〇年〇月〇日相続

相 続 人❷ （被相続人 Ａ）
〇市〇町〇丁目〇番〇号 Ｄ

添 付 情 報 登記原因証明情報❸

住所証明情報
代理権限証明情報❹

令和〇年〇月〇日申請 〇〇法務局
代 理 人 〇市〇町〇丁目〇番〇号 司法書士 〇〇〇〇

連絡先の電話番号 〇〇―〇〇〇〇―〇〇〇〇
課 税 価 格 金〇円❺

登録免許税 金〇円❻

⿥作成上のポイント⿦
❶ 登記の原因を記載例のように併記することによって数次の相続を一の
登記申請書で申請することができます。
❷ 被相続人として所有権の登記名義人Ａを、相続人として最終の相続人
Ｄを記載します。
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大⃻先生

❸ ＡからＢ、ＢからＣ、ＣからＤへと相続されたことを証する戸籍類、遺
言書、遺産分割協議書等を添付します。
❹ 代理人によって申請する場合には代理権限を証する情報の添付が必要
です。
❺ 課税価格を記載します。1,000円に満たない額は切り捨てます。
❻ 相続による所有権の移転の登記の登録免許税は、不動産の価格の1000
分の４（登税法別表１一（二）イ）で計算します。100円に満たない額は切
り捨てます。

6頁

Ｑ＆Ａ編 第１章 未登記不動産への対処 39

7頁 〔TKK0004〕【ショウエイ企画(神野)】



登記困難要因･偶数 A5･柱罫有･01A．honbun･14Q×31倍×横1段･25Q×27行･無線綴じ･セット済

松田先生

第４章 その他

〔13〕 共有状態にある土地の地積更正・分筆を、共有者の一
人の申請で行えるか？

Ｑ 共有状態にある土地の地積更正登記・分筆登記の申請
を、共有者の一人から行うことはできますか。

Ａ 地積更正登記は、共有者の一人から申請することが可
能です。分筆登記は、共有者の一人の持分の価格の合計

が過半数以上であれば、共有者の一人から申請することが可能で
す。

解 説

１ 地積とは
不動産登記法上、土地の面積のことを地積（不登２十九）といいます。

地目が宅地・鉱泉地の土地及び面積が10㎡以下の土地は、小数点第２
位までの数値を、それ以外の土地は小数点以下の数値を切り捨てて表
示します（不登規100）。
登記簿上の地積は、現況の地積と必ずしも一致しているとは限りま

せん。これは明治時代に実施された地租改正事業、全国地押調査事業
等の調査結果を基にした情報がそのまま登記簿上に残っていること等
が原因です。
昔は縄で測量していたことに由来し、登記簿上の地積が現況の地積

よりも大きいことを「縄縮み」（例えば、１mの縄が50cmに縮んだ状態
で、10mを測ると20mになります。）、登記簿上の地積が現況の地積よ
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松田先生

５ 共有者の一人からの地積更正登記申請の可否
不動産の表示に関する登記は、権利の客体である不動産の物理的な

状況を登記簿に記載し、これを公示することによって、国民の権利の
保全を図り、もって取引の安全と円滑に資することを目的としていま
す（不登１）。
表示に関する登記は、機能的には報告的登記と、形成的登記に大別

されます。報告的登記とは、不動産の物理的状況の変化に応じて行う
事後報告的な登記のことをいいます。形成的登記とは、不動産の物理
的状況には何ら変化は起こらないが、登記をすることによって、その
効力が生じる登記のことをいいます。
地積更正登記は、報告的登記に該当します。報告的登記は、表示登

記制度の性質からも、申請者側の便宜の点からも、保存行為（民252⑤）

として、不動産の共有者の一人から申請することができるものと考え
られています。
よって、共有者の一人から地積更正登記を申請することができます。

６ 共有者の一人からの分筆登記申請の可否
これに対して、分筆登記は、形成的登記に該当します。そのため従

来は、共有者の一人から分筆登記をすることができないと解されてい
ましたが、令和３年の民法改正（令和５年４月１日施行）により、共
有者が共有物に変更を加える行為であっても、その形状又は効用の著
しい変更を伴わないもの（以下「軽微変更」といいます。）については、
各共有者の持分の価格に従い、その過半数で決することとされました
（民251①・252①）。
そして、分筆の登記については、軽微変更に該当し、分筆の登記を

申請しようとする土地の表題部所有者又は所有権の登記名義人（不登
39①）の持分の価格に従い、その合計が過半数となる場合には、これら

4頁
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寺西先生

第１章 所有権の移転に関する登記

Case１ 時効により取得した所有権の相続登記をしたいが、
登記名義人及び時効完成時点の占有者も既に死亡し
ている場合

亡父「乙」は、登記簿上持分２分の１を所有する甲との共有名
義であった土地上に建物を新築し、以降、死亡するまでの30年間
自宅として使用し、建物と共に土地の全部を利用・占有していま
した。また、当該土地の全ての租税公課を自己名義で納付してい
たことから、①平穏かつ公然に、②他人の物を、③所有の意思を
もって、④20年間の占有という時効の要件が完成していましたが、
時効を援用しない間に死亡しました。
共有者であった登記名義人甲も既に死亡しています。
今から裁判により時効取得し、亡父「乙」の単独所有であった
はずの土地を相続するためには、どのような手続と登記が必要に
なるのでしょうか。

⿥困難要因⿦
▶所有権登記名義人及び時効を完成させた占有者がいずれも死亡し
ていること
▶時効を完成させた占有者は、時効を援用せず死亡したこと
▶時効を援用する当事者及び訴訟の当事者を特定する必要があるこ
と
▶訴状の送達をもって時効援用の意思表示とし、登記手続のための
債務名義を得る必要があること

ケース編 第１章 所有権の移転に関する登記 125
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寺西先生

対処のポイント

原告（時効援用権者）から被告（登記名義人）への訴状送達を

もって、時効援用の意思表示となるため、訴訟の当事者となる相

続人を特定する必要があります。被告に相続が生じている場合、

時効援用権の行使である意思表示は、相続人全員に対して行う必

要があります。

債務名義（確定判決の内容）には、時効による所有権移転の原

因日付となる「起算点」及び「登記権利者」「登記義務者」が明確

にされている必要があり、また、時効の登記の前提として、被告

（登記名義人）の相続登記が必要であるため、相続登記を原告が

代位して行える内容（登記手続を命じる給付判決）とすることに

も留意が必要です。

解 説

１ 当事者（時効援用権者、登記名義人、訴訟当事者）の特定
時効援用の意思表示が到達しない限り、取得時効は完成しないため、

有効に到達を完成させることが最大の要件となります。

当事者に相続が生じている場合は、通常、登記記録の名義人の表示

を基に戸籍謄本等の相続証明情報から推定相続人を調査しますが、時

効完成までの相当期間の経過により、複数の数次相続又は代襲相続が

生じ、結果、訴訟当事者が多数となる場合が考えられます。

また推定相続人の中に相続放棄をした者がいる場合、同人は被告に

は当たりません。万一、訴状送達後に相続人でないことが判明した場

合は、同人を被告から除いたり、後述する請求の趣旨の内容も変わる
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寺西先生

ことになり、改めて訴えの変更手続を行う必要が生じます。

実務では、原告又は訴訟代理人から被告に対し、訴訟提起前に「本

件土地について時効取得した事情」「共同申請により登記を行うこと

が難しく訴訟手続を行いたい理由」「そのため訴状が送られてくるこ

と」「訴状の内容に異議がない場合は、答弁書を提出する等一切の手続

は不要であること」といった、訴訟手続並びに登記手続を説明するた

めの通知を行うことが重要とされています。

相続放棄をした者の有無を含めた共同相続人の確認、異議のある者

がいた場合の占有要件の確認、連絡がとれない者、所在不明である者

がいる場合の送達方法の検討等を事前に行うことにより、訴訟当事者

を特定し、有効に送達を完成させることができます。

２ 債務名義の取得（請求の趣旨及び判決の内容）
登記名義人である被告に相続が生じている場合、「請求の趣旨」の書

き方を検討する必要があります。

登記に必要な原因証明情報となる判決書正本の主文中に、同じく記

載される内容ですので、不動産登記法に基づく権利変動が実現するた

めの要件、前提となる相続登記申請の件数、登記申請人の特定、代位

登記の可否も含めて、それらの記載は、主文（後掲「請求の趣旨」参

照）又は請求の理由（後掲「請求の原因」参照）の内容から明確に判

断できる必要があります。

請求の趣旨
1. 被告Ｂは、原告に対し、別紙物件目録記載の土地について、別紙
「登記目録１」記載の登記をせよ。
1. 被告Ｃは、原告に対し、別紙物件目録記載の土地について、別紙
「登記目録２」記載の登記をせよ。

2頁
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寺西先生

1. 被告Ｄは、原告に対し、別紙物件目録記載の土地について、別紙
「登記目録３」記載の登記をせよ。

〔以下略〕

※時効援用の意思表示は、その相続人全員に対して行う必要があるため、
相続人全員が被告となります。各被告に対し、それぞれの原因となる相
続及び時効の登記をする旨請求します。
※被告ごとの別紙「登記目録」の内容により、所有権移転の原因日付である
時効の「起算点」及び「登記権利者」「登記義務者」が明確にされていま
す。

請求の原因
１ 当事者
(１) 原告は、後述する訴外亡丙の子である亡乙（令和３年３月３
日死亡）の子である。

(２) 当事者目録記載の被告らは、後述する訴外登記名義人亡甲の
親族であり、相続により、別紙物件目録記載の土地の甲名義の
共有持分について、その一部ずつをそれぞれ取得した人たちで
ある。

２ 現在の本件土地の登記簿の記載について
本件土地の現在の登記簿の記載は、昭和〇年〇月〇日受付、持分２
分の１甲、２分の１丙の共有として所有権保存登記がなされていたと
ころ、丙は、昭和〇年〇月〇日死亡し、同人の２分の１の共有持分に
ついては、乙が相続により所有権取得した。
そして、乙は、令和３年３月３日死亡し、原告が、同持分を相続に
より取得している。
３ 登記名義人「甲」の死亡及び共有持分の相続の状況
(１) 甲は、昭和５５年１０月１９日死亡し、同人の長男Ａ・同長
女Ｅ・同二女Ｉ・同三女Ｊが相続人である。

(２) 甲の長男Ａは、平成６年１月７日死亡しており、同人の相
続人は妻Ｂ・同長男Ｃ・同長女Ｄである。
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寺西先生

【相続登記申請書記載内容（共有者甲持分）】

(１) 登記の目的 共有者甲持分全部移転

原 因 昭和55年10月19日相続

（被相続人甲）

相 続 人 持分８分の１ 亡Ａ（※後件(２)相続登記）

８分の１ 亡Ｅ（※後件(３)相続登記）

８分の１ 亡Ｉ（※後件(４)相続登記）

８分の１ Ｊ（※⑦…相続関係説明図内

番号、以下同）

(２) 登記の目的 亡Ａ持分（１／８）全部移転（前件(１)で取得

した持分）

原 因 平成６年１月７日相続

（被相続人Ａ）

相 続 人 持分16分の１ Ｂ（※①）

32分の１ Ｃ（※②）

32分の１ Ｄ（※③）

(３) 登記の目的 亡Ｅ持分（１／８）全部移転（前件(１)で取得

した持分）

原 因 昭和63年７月10日相続

（被相続人Ｅ）

相 続 人 持分16分の１ Ｆ（※④）

32分の１ Ｇ（※⑤）

32分の１ Ｈ（※⑥）

(４) 登記の目的 亡Ⅰ持分（１／８）全部移転（前件(１)で取得

した持分）

原 因 令和５年３月８日相続

（被相続人Ⅰ）

ケース編 第１章 所有権の移転に関する登記132

8頁〔TKK0019〕【ショウエイ企画(日置)】 9頁



登記困難要因･奇数 A5･柱罫有･01A．honbun･14Q×31倍×横1段･25Q×27行･無線綴じ･セット済

寺西先生

相 続 人 持分48分の１ Ｃ（※②）

48分の１ Ｄ（※③）

48分の１ Ｇ（※⑤）

48分の１ Ｈ（※⑥）

24分の１ Ｊ（※⑦）

(５) 登記の目的 共有者Ｂ、Ｃ、Ｄ、Ｆ、Ｇ、Ｈ、Ｊ持分全部移

転

原 因 平成３年３月３日時効取得

権 利 者 〇市〇町〇丁目〇番〇号

持分２分の１ （亡）乙

ただし、時効により所有権を取得した亡父：乙から原告への相続に

よる所有権移転登記は、本件判決による登記には当たらず、通常の相

続登記と何ら変わるものではありません。

判決による登記と同時連件に申請する場合でも、判決文又は理由中

の記載をもって、相続証明情報とはならず、戸籍や遺産分割協議書等

を添付情報とし、相続関係と権利の承継を証明することになります。

書 式

〇相続人の代位申請による時効取得を原因とする所有権移転登
記（判決による登記）

登 記 申 請 書

登記の目的 所有権移転
原 因❶ 〇年〇月〇日時効取得

8頁
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登記困難要因･偶数 A5･柱罫有･01A．honbun･14Q×31倍×横1段･25Q×27行･無線綴じ･セット済

寺西先生

権 利 者 〇市〇町〇丁目〇番〇号
(被代位者) 亡Ｘ
義 務 者 〇市〇町〇丁目〇番〇号

Ｙ
代 位 者 〇市〇町〇丁目〇番〇号

Ｚ
代 位 原 因 〇年〇月〇日時効取得による所有権移転登記請求権
添 付 情 報 登記原因証明情報❷（判決正本、確定証明書）

代位原因証明情報❸（判決正本、確定証明書）
承継証明情報❹ 住所証明情報 代理権限証明情報

〔以下略〕

⿥作成上のポイント⿦
❶ 時効による権利取得は、原始取得と解されています。
相続人は時効援用権を承継しますが、登記権利者とはなりません。
被相続人が占有を開始した「時効の起算日」が原因日付となります。

❷❸ 取得時効の成立を認めるだけでなく、登記手続を命じる給付判決で
ある必要があります。
確定証明書付き判決正本は「代位原因証明情報」にもなります。

❹ 相続人からの申請であることを証明するため承継証明情報を添付しま
す。具体的には、当該相続人及び相続人の戸籍全部事項証明書（戸籍謄
抄本）若しくは、不動産登記規則247条の規定により交付された法定相続
情報一覧図の写し等がこれに当たります。
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